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省エネルギー型製品販売事業者評価制度の概要 
 
１．趣旨 

民生部門については、エネルギー消費の増加傾向が著しい状況に鑑み、「エネルギーの使用の合

理化に関する法律」（以下、「省エネ法」という。）において、特定機器の判断の基準（トップラン

ナー基準）が定められ、製造事業者等は当該基準を達成すべく努力している。 
  他方、省エネルギー型製品は消費者が使用しなくては効果が出ないため、省エネルギー型製品

の普及をより促進させる必要がある。そこで、製造事業者等と消費者との接点となる「販売事業

者」による省エネルギー型製品の普及に対する取組を評価し公表する具体的な方策として、本制

度を創設することとした。 
 
２．具体的な評価方法 
(1) 評価対象 

大規模家電販売店：店舗面積 500 ㎡超であり、家電製品及びガス機器の販売高が総販売高の

50％以上の店舗を店舗単位で評価。 
中小規模家電販売店：店舗面積 500 ㎡以下であり、家電製品の販売高が総販売高の 50％以上の

店舗を店舗単位で評価。 
(2) 評価項目 

①運営方針、②店員の知識と意欲、③購入のし易さ、④販売実績、⑤店舗の省エネ等の取組につ

いて評価。 
(3) 募集方法 

販売事業者による公募方式 
(4) 評価・決定方法 

財団法人省エネルギーセンターに設けられた「省エネ型製品普及推進評価委員会」において、提

出された自己評価書及び現地調査に基づき評価し、「省エネ型製品普及推進優良店」及び表彰候補

について決定した。 
(5) 実施主体 

財団法人 省エネルギーセンター 調査第一部 
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